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土  木 

設計業務 
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特記仕様書 

 

第１章総則 

 

１－１適用 

本特記仕様書は、『０５－大和川左岸（三宝）地区Ｃ・Ｄ工区宅地整備工事図書

作成その他業務』（以下「本業務」という。）に適用する。 

本業務の実施に当たっては、本特記仕様書によるほか、「土木設計業務等共通仕

様（平成 28 年７月版）」（以下「共通仕様書」という。）による。 

共通仕様書は閲覧に供する。 

 

１－２設計対象範囲 

設計範囲は、別図－２に示す範囲とする。 

設計範囲：大阪府堺市堺区松屋町他 

 

１－３履行期間 

契約締結日の翌日 から 令和 ７年 ３月 14 日 

一部完成日（第１次）：令和６年６月 28 日 

一部完成範囲： 

・工事発注図書作成並びに管理者協議図書作成及び管理者協議（別図－２参照） 

 

１－４計画地区概要 

敷地面積 
約 7.5ｈａ 

（設計対象範囲；別図－１及び別図－２） 

地区コンセプト

等 

・地区内において阪神高速大和川線が供用開始され、一級河川大

和川高規格堤防の整備が進められている。 

・大和川線上部を活用し、高規格堤防整備事業と一体となった街

づくりを進め、良好な市街地整備を図るとともに地域全体の防

災性を高める。 

 

１－５管理技術者 

（１）管理技術者は、共通仕様書 1.1.7 の定めのほか、下記の（１）から（２）までに

示す条件を満たすものとする。 

なお、管理技術者は原則として変更できない。但し、病休、死亡、退職等やむ

をえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、

調査職員と協議を行うものとする。 

①下記のいずれかの資格を有する者 

イ技術士（総合技術監理部門（建設、上下水道）、建設部門、上下水道部門

のいずれか）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者 

ロＲＣＣＭ（道路、土質及び基礎、下水道、鋼構造及びコンクリート、都市

計画及び地方計画、施工計画・施工設備及び積算のいずれか）の資格を有

し、「登録証書」の交付を受けている者 



 

 

ハ土木学会認定土木技術者（特別上級、上級、１級） 

②下記の実績を有する者 

イ入札説明書に定める同種又は類似業務等の実績を有する者 

（２）本業務の管理技術者は、受注者が提出した参加表明書及び技術提案書に記述した

配置予定の技術者でなければならない。 

 

１－６照査技術者 

（１）共通仕様書 1.1.8 の照査に当たっては、照査技術者を配置するものとし、下記の

①に示す条件を満たすものとする。 

①下記のいずれかの資格を有する者 

イ技術士（総合技術監理部門（建設、上下水道）、建設部門、上下水道部門

のいずれか）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者 

ロＲＣＣＭ（道路、土質及び基礎、下水道、鋼構造及びコンクリート、都市

計画及び地方計画、施工計画・施工設備及び積算、のいずれか）の資格を

有し、「登録証書」の交付を受けている者 

ハ土木学会認定土木技術者（特別上級、上級、１級） 

（２）照査の実施にあたっては、別に定める「土木工事設計照査要領」に基づき実施し、

作成した資料は、共通仕様書 1.1.8 の５項に規定する照査報告書に含めて提出す

るものとする。 

 

１－７打合せ等 

打合せは、共通仕様書 1.1.11 に基づき、下記の区切りにおいて行うものとする。 

なお、業務着手時と業務完了時には管理技術者が立ち会うものとする。 

また、業務に関する打合せ記録の作成は受注者が行い、速やかに調査職員に提出

し、打合せ内容、決定事項に誤りがないことを相互に確認するものとする。 

項 目 回数 

(1)業務着手時 1 

(2)中間時 ６ 

(3)業務完了時 1 

※積算業務の打合せ回数を含む。 

 

１－８照査技術者による照査の報告 

照査技術者は、発注者の指示する業務の節目及び業務が完了したときは、照査に

ついて発注者に報告するものとする。 

なお、照査技術者による照査の報告は３回（照査Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）を想定している。 

 

１－９業務計画書 

受注者は、業務計画書作成時に共通仕様書 1.1.12 の２項の定めのほか、屋外で設

計業務を行う場合における安全管理について記載する。 

 



 

 

１－10 現地踏査 

受注者は、設計業務等の実施にあたり、共通仕様書 1.2.2 に基づき設計業務等対象

敷地及び周辺の現地踏査を行ない、設計業務等に必要な現地の状況を把握するも

のとする。 

受注者は、現地踏査を実施した場合には、現地の状況を示す写真と共にその結果

をとりまとめることとする。 

 

１－11 下請負等 

（１）本業務の請負契約書第８条第１項に規定する「主体的部分」とは、共通仕様書

1.1.28 の第１項に示すとおりとする。 

（２) 本業務の請負契約書第８条第３項に規定する「軽微な部分」は、共通仕様書

1.1.28 の第２項に示すとおりとする。 

（３) 受注者は、本業務請負契約書第８条第３項の規定により業務の一部（主体的部分

を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ

その相手方の住所、氏名、下請負等を行う業務の範囲、下請負等の必要性及び

契約金額等について記載した書面（共通仕様書「様式－10」）を発注者に提出

し、承諾を得なければならない。 

なお、下請負等の内容を変更しようとするときも同様とする。 

 

１－12 建設副産物対策 

共通仕様書 1.2.9（設計業務の条件）の９項に基づき、建設副産物の検討成果とし

て、リサイクル計画書（共通仕様書「付属資料 1」）を作成するものとする。 

 

１－13 設計業務の成果 

本業務の成果品は、共通仕様書 1.2.11 及び下表によるものとする。 

（１）成果品 

項  目 サイズ 成果品数 

(1)実施設計図面 Ａ３版 観音製本 ２部 原図一式 

(2)報告書等 

①現地踏査報告書 

②設計報告書 

③設計計算書 

④数量計算書 

⑤打合せ記録簿 

⑥照査報告書 

Ａ４版 製本 ２部 原稿一式 

(3)リサイクル計画書 Ａ４版  ２部 一式 

(4)法令等に基づく届出等

チェックリスト 
Ａ４版  ２部 一式 

(5)特定調達品目の判断基

準等（公共工事）チェ

ックシート 

Ａ４版   一式 

(6)その他調査職員の指示

した報告書等 
   一式 



 

 

・報告書に使用するソフトは Windows における、Word、Excel とし、また、図面

作成等については、AutoCad を使用し、報告書及び図面データを電子媒体（Ｃ

Ｄ等）にて提出するものとする。 

・成果品納品時に成果品の全景写真及び、近景写真を提出すること。 

（２) 電子データ 

電子データの作成については、下記基準（閲覧可）による。 

①適用基準 

・都市整備部門の土木設計業務等の電子納品要領（案） （平成 22 年 10 月） 

・都市整備部門の CAD による土木工事図面作成要領（案）（平成 17 年３月） 

②データの使用 

・提出されたデータは、工事請負業者に貸与し、当該工事における施工図及

び完成図の作成に使用する場合がある。 

 

１－14 個人情報の取扱について 

受注者は、当該業務の実施に係る「個人情報の取扱い」については共通仕様書

1.1.31 によるものとする。 

また、個人情報等の保護に関する特約条項」第２条に定める重要な情報等の保管

場所、取扱場所、及び取扱場所から持ち出す場合等の手続き等については、下記

のとおりとする。 

（１）保管場所は受注者事務所内とし、施錠できる場所に保管する。 

（２）取扱場所は受注者事務所内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠す

る。 

（３）取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後は

その旨を報告する。 

（４）原則として携帯電話に業務に係る個人情報を登録しない。 

 

 

第２章設計業務 

 

２－１業務目的 

本業務は、大和川左岸（三宝）地区のＣ・Ｄ工区宅地整備工事の発注に必要とな

る関係機関協議図書及び発注図書の作成を行うとともに、二度移転Ａ・Ｂ工区の

宅地引渡に向けた宅地品質管理台帳の作成等をすることを目的とする。 

 

２－２設計項目 

設計項目 業務範囲 

関係機関協議図書作成 ○ 

工事発注図書作成 ○ 

除却工事図書作成 ○ 

歩道修正実施設計 ○ 

宅地品質管理台帳作成 ○ 



 

 

 

２－３使用する技術基準等 

本業務で使用する技術基準等は以下のとおりとする。 

また、適用基準の最終決定は、自治体及び調査職員との協議による。 

（１）関係法令等 

河川法 建築基準法 

道路法 宅地造成等規制法 

下水道法 消防法 

水道法  

（２）技術基準等 

堺市宅地開発等に関する指導基準 

水道施設設計指針 

高規格堤防整備事業の手引き 

大阪府宅地造成に関する設計指針（改定版） 

堺市下水道設計指針（案）、下水道設計標準図 

大和川下流域調整池技術指針（案） 

阪神高速道路㈱近接工事に関する設計施工指導要領書 

堺市上下水道局 竣工図作成要領(案) 

大和川左岸（三宝）地区宅地利用に供する高規格堤防事業とまちづくり基盤整

備事業の一体的整備に関する宅地品質確保の方針 

宅地造成等技術必携【調査・設計編】 

その他関係技術基準等 

  ・上記以外は土木工事設計照査要領の巻末の運用指針等一覧表を参照。 

 

２－４貸与する技術資料等 

本業務で使用するため貸与する技術関係資料は次のとおりとする。 

平成 27 年度大和川高規格堤防一体整備区間事業計画策定等業務（平成 28 年３月）成

果品 

三宝地区他高規格堤防予備設計業務（平成 28 年７月）成果品 

大和川左岸（三宝）地区先行整備街区実施設計その他業務（平成 30 年６月）成果品 

大和川左岸（三宝）地区先行整備街区宅地整備工事変更図書作成その他業務（令和

２年３月）成果品 

大和川左岸（三宝）地区Ａ街区宅地擁壁実施設計その他業務（令和２年 11 月）成果

品 

大和川左岸（三宝）地区次期整備街区宅地整備計画図作成その他業務（令和４年１

月）成果品 

大和川左岸（三宝）地区Ａ街区宅地品質管理台帳作成その他業務（令和３年 11 月）

成果品 

大和川左岸（三宝）地区次期整備街区宅地整備実施設計その他業務（令和５年４

月）成果品 

他、国土交通省発注の設計業務による成果品等 

 

２－５業務内容 

（１）現地踏査 

共通仕様書第１編及び第２編の各項に基づき別図－２の範囲の現地踏査を行う



 

 

ものとする。 

特記事項（特に留意する点） 概略数量 

☑境界状況 

☑周辺及び地区内道路状況 

☑支障物件（家屋、電柱、越境物件等） 

☑供給処理施設状況（河川、下水道、水道、電気、電話他） 

☑現況土地使用状況等 

☑伐採・伐木状況、樹種・樹高等 

☑工作物等種別、形状 

☑土運搬、材料搬入、重機運搬路等 

☑現況地盤、敷地形状、土質状況等 

☑関連工事（出会い工事）の進捗状況と影響度等 

約 7.5ha 

（２）上位計画等との整合性の検討 

本業務の実施にあたっては、上位計画等の関連する諸条件との整合性の検討を

行うものとする。 

検討項目 特記事項（特に留意する点） 

上位計画との

整合性の検討 

・都市再生総合整備事業都市・居住環境整備重点地域 

・一級河川大和川左岸高規格堤防計画 

・都市計画道路大阪府道高速大和川線 

・都市計画道路築港南島線 

・都市計画公園松屋町公園及び松屋大和川通公園 

関連する諸条

件との整合性

の検討 

☑地区計画、土地利用計画、街区確定、画地確定、仮換地説明事

項との整合性検討 

☑地区界部の整合性検討（地区界部の土地利用検討、地区界処理

方針、現況道路等の整合性等） 

☑造成計画高、幹線道路（骨格道路）計画との整合性検討（線

形､計画高､宅地の出入り等） 

☑住宅地計画との整合性検討（計画高、切盛境界の処理、宅地の

出入り等） 

☑排水基本計画との整合性検討（下水道計画、調節池計画等） 

☑公共下水道認可設計、下水道基本設計との整合性検討 

☑造成計画高、幹線道路（骨格道路）線形、計画高と流域重ね図

作成 

☑現況地形、土地利用計画と調整池適地の整合性検討 

☑宅地開発指導要綱、特定河川流域分担計画、放流河川流下能力

との整合性検討（調整池位置づけ等） 

☑道路構造令に規定されている諸基準及び管理者協議事項との整

合性検討 

☑道路占用計画との整合性検討 

☑支障物件等との整合性検討（家屋等補償物件、工事支障物件等

の処理検討） 

☑その他（既存報告書・資料、法的条件、自然条件、固定条件等

の検討） 

（３）工事発注図書作成 

以下の工事について、発注者からの資料及び地元調整・関係機関協議の結果等

に基づき、既存設計（大和川左岸（三宝）地区次期整備街区宅地整備実施設計

その他業務）の修正を行い、工事発注図面及び数量計算書を作成すること。 

番号 工 事 名 称 



 

 

１ （仮称）06-大和川左岸(三宝)地区Ｃ・Ｄ工区宅地整備工事 

作業内容、作業量は以下を想定する。 

①近接工事との調整結果に伴う図書修正 

 ・整地工事図面 

・仮設工事図面 

・撤去工事図面 

修正率 59～30％ 

修正率 59～30％ 

修正率 59～30％ 

： 

： 

： 

20 枚

20 枚

20 枚

②換地設計見直し、土地利用計画の決定に伴う図書修正 

 ・宅地工事図面 

・擁壁工事図面 

修正率 59～30％ 

修正率 59～30％ 

： 

： 

30 枚

40 枚

③関係機関協議結果、関連企業協議結果による図書修正 

 ・道路工事図面 

・排水工事図面 

・水道工事図面 

修正率 59～30％ 

修正率 59～30％ 

修正率 59～30％ 

： 

： 

： 

40 枚

40 枚

30 枚

    

計 修正率 59～30％ ： 240 枚

※作業内容、作業量は変更する場合があり、その場合は設計変更の対象とする。 

（４）宅地品質管理台帳作成 

宅地整備工事により造成した宅地の地権者への引渡しの際に合わせて渡す、当

該宅地ごとの性状や工事の履歴等を記載した資料（宅地品質管理台帳）の作成

を行う。 

二度移転Ａ・Ｂ工区を対象とし、79 宅地（擁壁あり 70 宅地、擁壁なし９宅地）

を想定している。なお、宅地数については変更する場合があり、その場合は設

計変更の対象とする。 

①各宅地固有資料 10 種類 

内容の作成・編集や、現地での撮影作業が必要（但し、斜体は軽微な編集を

想定） 

表紙、位置図、宅地平面図、工事(切/盛)履歴一覧、土質調査位置/結果、現

況写真、地盤改良平面/断面図、資料チェックリスト 

②全宅地共通資料６種類 

内容自体の編集作業は不要（台帳とりまとめ時に各宅地整備状況に沿った資

料挿入のみ） 

供給処理・擁壁等標準構造図、擁壁検査済証写し（あれば）、擁壁構造計算

書、大臣認定証写し（あれば）、PC 擁壁のカタログ、現地境界杭各宅地全点

写真） 

（５）歩道実施設計 

臨海線の E 工区側に整備予定の歩道について、本業務において整備方針の検討、

関係機関協議を実施し、歩道実施設計を行うものとする。実施項目は以下のと

おりとする。 

設計工種 特記事項（特に留意する点） 

歩道設計 

（実施） 

設計条件 

等 

・概略数量：W=３m、L=120m（臨海線側道歩道） 

・地形：平地 



 

 

設計条件 

の設定 

☑基本断面構成(幅員、歩道、植栽等)の設定 

☑整備内容（水準）の設定 

☑施工手順の設定と出会い工事との調整事項の整理 

☑断面構成(幅員、歩道、植栽等)の設定 

☑縦横断勾配、設計荷重等条件の設定 

設計内容 共通仕様書第 3.3.4 第２項に基づき、次の項目の設計を行

うこと。 

①設計項目 

☐設計計画、☑現地踏査、☑平面・縦断設計、☑横断設

計、☑道路付帯構造物設計、☑小構造物設計、☑仮設構

造物設計、☑用水路設計、☑舗装工設計、☑設計図（路

線図、平面図、縦断図、標準横断面、横断図、土積図、

詳細図）、☑数量計算、☑照査、☑報告書作成、☑設計

検討、☑施工計画、☐交差点設計 

②設計検討 

☑設計範囲、☑舗装材料、☑使用製品等、の決定 

☐交差点の詳細設計（隅切り、安全施設） 

☑道路構造物の平面、☑構造設計(街渠、排水施設、取

付管、側溝、擁壁等の構造詳細) 

☑舗装構造の設計(交通量区分、舗装構成の決定と根拠

資料の作成) 

☑道路土工の設計(土量計算、運土計画、使用機械、造

成排水等工事との整合性) 

☑歩道切下げ、宅地出入りの平面・構造設計 

☑段差処理等摺り付け検討 

☑道路安全施設の設計（ガードレール、横断防止施設、

標識、路面標示等） 

☑道路埋設管位置調整、道路占用計画の作成 

③施工計画 

☑緊急車両通行、工事車両進入路に関する検討 

☑仮設道路計画検討 

☑防塵、騒音、振動等周辺環境対策検討 

☑段階施工計画、工程管理計画検討 

協議用資

料作成 

道路管理者、交通管理者、地下埋設企業者等との協議に要

する資料を作成すること。 

 

２－６設計図書の作成  
本業務で得た成果をもとに、共通仕様書第２編に基づき設計図面を作成し、成果 

品を提出するものとする。 

 

２－７数量算定等 

（１）数量算定 

本業務で得た成果をもとに、共通仕様書第２編に基づき数量計算書を作成し、 

成果品を提出するものとする。 

（２）単価作成に係る基礎資料の作成 



 

 

受注者は、必要に応じて単価作成に係る基礎資料の作成を行う。 

（３）見積徴収 

刊行物・積算要領等に記載のない材料及び工事については、調査職員の指示す 

る見積条件、内容に基づき、見積徴収（３社以上）を行うこと。 

 

２－８管理者協議等 

（１）協議図書作成 

本業務で得た成果及び過年度設計業務の成果をもとに、次期整備街区ＣＤＥ工

区について次の関係機関との協議図書の作成、修正、とりまとめを行うものと

する。 

特記事項（作成協議図書） 作成部数 

・道路管理者協議図書 

・下水道管理者協議図書 

・水道管理者協議図書 

・河川管理者協議図書 

・交通管理者協議図書 

・土壌汚染対策法関連協議図書作成 

・道路施行承認図書作成 

・工作物申請協議図書作成 

・近接施工協議図書作成 

・宅地整備計画作成 

２部 

※協議先については現時点での想定であり、変更、追加する場合がある。その

場合は設計変更の対象とする。 

・作業内容、作業量は以下を想定する。 

①関係機関協議図書作成 修正率 59～30％ ： 365 枚

※作業内容、作業量は変更する場合があり、その場合は設計変更の対象とす

る。 

（２）管理者協議 

当該設計に係る以下の管理者協議に出席するものとする。 

また、必要に応じ関係機関との協議を実施し、記録簿の作成を行うものとする。 

協議種別 頻度等 

道路管理者協議 ２回 

下水道管理者協議 ２回 

水道管理者協議 ２回 

河川管理者協議 ２回 

交通管理者協議 ２回 

環境部局協議 ２回 

工作物申請協議 ２回 

近接施工協議 ２回 

 

 

第３章その他 

 

３－１中間成果の提出 



 

 

業務履行中、調査職員により中間提出を求められた場合、速やかに成果を提出す

るものとする。 

 

３－２業務対象箇所への立ち入り 

受注者は、現地調査等により業務対象箇所に立ち入る場合は、共通仕様書 1.1.16

に基づいて行い、事前に調査職員へ箇所、日時、内容等を説明し了解を得るもの

とする。 

 

３－３疑義等 

本特記仕様書の記載事項に疑義や変更が生じた場合は、調査職員と管理技術者が

協議し、決定するものとする。 

 

３－４訂正時の措置 

受注者は、業務終了後といえども受注者の過失、疎漏に起因する不良個所が発見

された場合には、発注者の指示により訂正補足、その他の措置を行うものとする。 

 

３－５法令等に基づく届出等チェックリストについて 

受注者は、当該業務における法令等に基づく届出等の調査を行い、「届出等チェ

ックリスト」（別紙－1）を必要に応じ加筆・修正し、同チェックリスト中の「設

計者」欄に「○」印を記入すること。また、届出等が不要なものについて同チェ

ックリスト中の「設計者」欄に「－」印を記入の上、設計図書等と併せ、成果品

として提出すること。 

 

３－６提出書類仕様 

受注者は、共通仕様書 1.2.12 に基づき提出書類作成に当たっては、グリーン購入

法の規定に基づく再生紙を使用するものとする。 

 

３－７暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

受注者は、共通仕様書 1.1.36 に基づき適切な対応を図るものとする。 

 

３－８グリーン購入法への対応について 

受注者は、当該業務の実施にあたり物品使用の検討では共通仕様書 1.2.12 の 2 項

に基づき環境への負荷が少ない環境物品等の採用の推進に向けて提案を行う。 

基本設計においては、国等が定める特定調達品目調達ガイドライン（案）に基づ

き調達の可能性について検証し、チェックシート（別紙－2）にて報告すること。 

実施設計業務においては、基本設計における検証結果に基づき、必要とされる強

度や耐久性、機能の確保、コスト等を確認し、可能な品目については積極的に調

達の推進に向けて提案を行う。なお、調達を実施する品目については、設計図書

に明記し、使用に際しての留意事項等を記載すること。 

 



 

 

３－９低価格による受注に関する調査について 

落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、業

務履行体制及び業務履行状況に関する調査を、別添資料に基づき実施するので協

力されたい。 

 

 

３－１０土木設計業務成績評定について 

本業務は、業務成績評定対象業務である。受注者には、業務完了後業務成績評定

点を通知する。 

なお、付与した業務成績評定点は、将来業務発注時に価格以外の評価項目として

使用することがある 

 

３－１１業務環境の改善 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを

考慮するものとする。 

ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領（別

紙－3）に基づき、調査職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

３－１２積算基準  

 本業務に関する積算基準は閲覧に供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 位置図 

 

 

 

別図－１ 

      業務位置 

大和川左岸（三宝）地区 



 

 

 業務範囲図 

 

 

 

別図－２ 



 

 

 

別紙－1 



 

 



 

 

 



 

 

 

 

特定調達品目の判断基準等（公共工事）チェックシート ≪参考≫

○；調達可能、×；調達不可

分類 品目分類 品目名 判定 備考

資材 盛土材等 建設汚泥から再生した処理土

土工用水砕スラグ

銅スラグを用いたｹｰｿﾝ中詰め材

フェロニッケルスラグを用いた
ケーソン中詰め材

地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ

ｺﾝｸﾘｰﾄ用ｽﾗｸﾞ骨材 高炉スラグ骨材

ﾌｪﾛﾆｯｹﾙｽﾗｸﾞ骨材

銅ｽﾗｸﾞ骨材

電気炉酸化スラグ骨材

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 ○

鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

中温化ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物

路盤材 鉄鋼ｽﾗｸﾞ混入路盤材

再生骨材等 ○

小径丸太材 間伐材 ○ 現場説明書参照

混合ｾﾒﾝﾄ 高炉ｾﾒﾝﾄ ○ 現場説明書参照

フライアッシュセメント

セメント エコセメント

ｺﾝｸﾘｰﾄ及びｺﾝｸﾘｰﾄ製品 透水性ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄鋼スラグ水和固化体 鉄鋼スラグブロック

吹付けコンクリート
フライアッシュを用いた吹付け
コンクリート

塗料 下塗用塗料（重防食）

低揮発性有機溶剤型の路面表示
用水性塗料

舗装材
再生材料を用いた舗装用ブロッ
ク（焼成）
再生材料を用いた舗装用ﾌﾞﾛｯｸ
（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品）

園芸資材 ﾊﾞｰｸたい肥

下水汚泥を使用した汚泥発酵肥
料（下水汚泥ｺﾝﾎﾟｽﾄ）

道路照明 環境配慮型道路照明

中央分離帯ブロック
再生プラスチック製中央分離帯
ブロック

配管材 排水用再生硬質塩化ビニル管

コンクリート用型枠 再生材料を使用した型枠

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法

建設汚泥再生処理工法 建設汚泥再生処理工法 現場説明書参照

コンクリート塊再生処理工
法

コンクリート塊再生処理工法 現場説明書参照

舗装（路盤） 路上再生路盤工法

法面緑化工法
伐採材又は建設発生土を活用し
た法面緑化工法

目的物 舗装 排水性舗装

透水性舗装

屋上緑化 屋上緑化

記載例

工法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法 ○ 地盤改良の工事費が高くなる。

目的物 舗装 排水性舗装 ×
発生交通量を考慮し、交通騒音
を減少させる必要がないため。

別紙－2 



 

 

 

 

ウイークリースタンス 実施要領 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第22 条に基づ

く「発注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における

受発注者の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図る

ことを目的とする。 

 

２ 取組内容 

(1) 業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘

案した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）に

ついて受発注者間で設定する。 

① 休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

② 水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③ 休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④ 昼休みや17 時以降の打合せは行わない。 

⑤ 定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥ その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（ｗｅｂ会議の積極的な

活用等）。 

(2) 業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取

組内容を見直すことができる。 

(3) (1)(2)によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監督

職員から管理技術者又は主任技術者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

(4) 緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

(1) 初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につ

いては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

(2) 受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

(3) 成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打

合せ記録簿に整理する。 

以 上 

  

別紙－3 



 

 

別添資料 

特記仕様書 追加事項 

 

○ 低価格による受注に関する調査 

１  落札価格が予定価格の 10 分の 7 を乗じて得た額を下回ったときは、落札価格、業務

履行体制及び業務履行状況に関する調査を実施する。 

 

２  調査においては、以下の調査資料の提出を求める。 

(1) 当該価格で入札した理由（様式－２） 

(2) 入札金額の積算内訳（様式－３） 

(3) 業務実施体制（様式－４） 

(4) 手持ち業務の状況（様式－５） 

(5) 配置技術者名簿（様式－６） 

(6) 過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者（様式－７） 

 

３  調査資料は、発注者より「低価格受注調査等対象業務通知書」により対象業務である

旨の通知を行った日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を含む）に提出すること。 

なお、提出期限後の資料の差し替え及び再提出は認めない。 

 

４  資料の内容に関しては、入札の責任者（代表者、又はその権限代行者）及び管理技術

者等から事情聴取を行う。なお、事情聴取の日時及び場所は対象となる者に追って通

知する。 

 

５  調査において、入札者が履行可能な理由として説明した事項は、確認事項として打合

せ記録簿で提出することとし、業務履行状況の調査時にその内容を確認する。 

 

６  調査対象者が当該調査において虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明らかと

なった場合又は業務履行状況の調査の結果と入札時の調査の内容とが著しく乖離した

場合（合理的な理由が確認できる場合を除く）は、業務成績評定点に厳格に反映する

ものとする。 

また、調査資料の提出がなかった場合についても、業務成績評定点に厳格に反映する

こととなりますのでご承知おきください。 

 

以 上 



 

 

（様式-２） 

当該価格で入札した理由 

 

（注)手持ち業務の状況、手持機器等の状況、過去に実施した同種又は類似の業務の実

績、保有する技術者の状況、下請負会社の協力等の観点から記載すること。 

 

○当該価格で入札した理由 



 

 

（様式-３） 

入札金額の積算内訳（土木設計） 

(単位：千円) 

業務名称   

項目 工種 種別 細別 単位 数量 金額 備 考 

業務原価 直接原価 直接人件費           

              

               

               

               

 

計 
             

  直接経費           

              

              

             

              

               

一 般 管 理

費等 
間接原価  その他原価           

              

              

              

               

計              

                

合計               

（注）設計数量総括表等に対応する内訳を記載すること。 

（注）見積もり等積算根拠を示すものがあれば添付すること。 



 

 

（様式-４） 

 

 

 

 



 

 

（様式-５-１） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

管理技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 



 

 

（様式-５-２） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

照査技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 

 

 

 

 

 



 

 

（様式-５-３） 

手 持 ち 業 務 の 状 況 

 

担当技術者名          

業務名 職務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

     

     

     

     

     

※ 技術者１名につき 1 枚作成する。 

 

 

 

 

 



 

 

（様式-６） 

配 置 技 術 者 名 簿 

技術者の区分 氏 名 資 格 取得年月日 
免許番号 

交付番号 
備 考 

管理技術者      

照査技術者      

担当技術者      

担当技術者      

担当技術者      

担当者      

担当者      

担当者      

      

      

      

(注)技術者の区分は業務に応じて適宜記載すること。



 

 

（様式-７-１） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

管理技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 

 

 

 



 

 

（様式-７-２） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

照査技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 

 

 

 



 

 

（様式-７-３） 

過去に実施した同種又は類似の業務名及び発注者 

 

担当技術者名：          

 同種又は類似業務の実績① 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

 

 同種又は類似業務の実績② 

業 務 分 類 同種業務 ・ 類似業務 

業 務 名         

TECRIS登録番号  

発 注 機 関 名         

契 約 金 額         

履  行  期  間  

業 務 の 概 要        

 

※ 技術者１名につき1枚作成する。記載する件数は２件までとする。 

 

 

 

 

 

 


